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1.  平成23年2月期の業績（平成22年3月1日～平成23年2月28日） 

 

(2) 財政状態 

 

(3) キャッシュ・フローの状況 

  

(1) 経営成績 （％表示は対前期増減率）

営業収益 営業利益 経常利益 当期純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

23年2月期 41,026 △7.5 413 △43.4 536 △44.8 209 25.1
22年2月期 44,329 △12.1 730 12.2 972 27.6 167 165.8

1株当たり当期純利益 潜在株式調整後1株当たり
当期純利益

自己資本当期純利
益率

総資産経常利益率 営業収益営業利益
率

円 銭 円 銭 ％ ％ ％

23年2月期 18.86 ― 2.4 2.8 1.0
22年2月期 15.08 ― 2.0 4.6 1.6

（参考） 持分法投資損益 23年2月期  ―百万円 22年2月期  ―百万円

総資産 純資産 自己資本比率 1株当たり純資産
百万円 百万円 ％ 円 銭

23年2月期 17,814 8,600 48.2 773.80
22年2月期 20,050 8,532 42.5 767.65

（参考） 自己資本   23年2月期  8,592百万円 22年2月期  8,524百万円

営業活動によるキャッシュ・フロー 投資活動によるキャッシュ・フロー 財務活動によるキャッシュ・フロー 現金及び現金同等物期末残高
百万円 百万円 百万円 百万円

23年2月期 △1,063 △1,087 71 1,766
22年2月期 1,713 △269 △1,405 3,828

2.  配当の状況 

平成24年2月期の配当予想額につきましては、平成23年３月11日に発生いたしました「東北地方太平洋沖地震」の影響により、業績の見通しを立てること
が困難なため、現時点では未定であります。期末配当予想額の開示につきましては、予想額の開示が可能となった時点で速やかに開示する予定です。詳
細につきましては4ページ「１．経営成績（3）利益配分に関する基本方針及び当期・次期の配当」をご覧ください。 

年間配当金 配当金総額
（合計）

配当性向
純資産配当

率第1四半期末 第2四半期末 第3四半期末 期末 合計
円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 百万円 ％ ％

22年2月期 ― 0.00 ― 12.00 12.00 133 79.6 1.6
23年2月期 ― 0.00 ― 12.00 12.00 133 63.6 1.6
24年2月期(予想) ― ― ― ― ― ―

3.  平成24年2月期の業績予想（平成23年3月1日～平成24年2月29日） 
平成23年３月11日に発生した東北地方太平洋沖地震により、当社の一部店舗が損壊、流失する被害を受けました。被害を受けた資産の主なものは建物
及び構築物、工具、器具及び備品、商品等であり、損害額については現在調査中です。そのため、平成24年2月期の見通しにつきましては、業績の見通し
を立てることが困難なため、現時点では未定であり、開示が可能となった時点で、必要に応じて速やかに公表を行います。詳細につきましては3ページ「１．
経営成績（1）経営成績に関する分析」をご覧ください。 
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4.  その他 
(1) 重要な会計方針の変更 

(注)詳細は、19ページ「重要な会計方針の変更」をご覧下さい。 

(2) 発行済株式数（普通株式） 

① 会計基準等の改正に伴う変更  ： 有
② ①以外の変更  ： 無

① 期末発行済株式数（自己株式を含む） 23年2月期 11,105,200 株 22年2月期 11,105,200 株
② 期末自己株式数 23年2月期 1,199 株 22年2月期 858 株
③ 期中平均株式数 23年2月期 11,104,165 株 22年2月期 11,104,545 株

※ 監査手続の実施状況に関する表示 
この決算短信の開示時点において、金融商品取引法に基づく財務諸表の監査手続きは終了しておりません。 

※ 業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項 
平成24年2月期の見通しにつきましては、業績の見通しを立てることが困難なため、現時点では未定であり、開示が可能となった時点で、必要に応じて速
やかに公表を行います。 
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(1）経営成績に関する分析 

 ①当期における業績の概要 

当事業年度の経済状況は、昨年来の景気低迷の影響から、依然先行きが不透明な状態で推移いたしました。小

売業界におきましても個人消費の伸び悩みに加え、企業間における店舗競争や価格競争の激化などにより、厳し

い経営環境が続いております。  

このような環境の中、当社は、食品スーパーマーケット事業に経営資源を集約し、営業面の充実を図ってまい

りました。  

平成22年７月には、当社が取り組む「食の提案型スーパーマーケット」の新フォーマット１号店として「ジョ

イス三関店」（岩手県一関市）を移転、新築いたしました。同店は「出来たて、作りたて、プレクック（半加

工）」を基本とした「鮮度と味」にこだわった新しいＭＤ（マーチャンダイジング）を数多く導入いたしまし

た。特に、多様化するお客様のライフスタイルに対応するために惣菜とベーカリーコーナーを充実させ、時間帯

別の品揃えも強化しております。また、店舗のオール電化や高効率、省エネタイプの照明や設備を積極的に導入

し、環境に配慮した店舗となっております。さらにこの三関店をモデルにした既存店の活性化といたしまして、

平成22年11月に「ジョイス盛岡東安庭店」（岩手県盛岡市）を大幅に改装し、いずれも業績は順調に推移してお

ります。これらのフォーマットを今後の新規出店並びに改装店舗のモデルとし、より地域のお客様にご満足いた

だける店舗作りのために検証を重ねてまいります。 

その他、平成22年５月に「ロッキー球場前店」（岩手県盛岡市）、平成22年６月に「ロッキーみずさわ店」

（岩手県奥州市）を、ディスカウント型から地域の皆様の利便性向上を目指した食品スーパーマーケットへ転換

し、それぞれ「ジョイス球場前店」「ジョイス水沢佐倉河店」としてリニューアルオープンいたしました。 

一方、お客様の価格に対する意識の高まりから、日常生活に必要な商品を中心に、約1,700品目の商品を「家

計応援価格」として選定し、値下げを継続して実施いたしました。なお、対象商品は月ごとに見直しを図ってお

ります。 

これらの結果、営業収益（売上高と営業収入の合計）は、前事業年度に実施した衣料部門の撤退及び雑貨部門

の縮小や、店舗の改装及び移転に伴う休業日の発生等により、410億26百万円（前年同期比7.5％減）となりまし

た。利益面につきましては、荒利益率の改善により、営業総利益率は３期連続で上昇しましたが、店舗の改装等

に伴う経費負担増により、営業利益は４億13百万円（同43.4％減）、経常利益は５億36百万円（同44.8％減）と

なりました。当期純利益につきましては、前事業年度までに実施した食品スーパーマーケットへの経営資源の集

中が一巡し、効率化が実現したことにより、２億９百万円（同25.1％増）と２期連続で増益となりました。 

なお、平成23年３月11日に発生した東北地方太平洋沖地震により、当社の一部店舗が損壊、流失する被害を受

けました。被害を受けた資産の主なものは建物及び構築物、工具、器具及び備品、商品等であり、損害額につい

ては現在調査中です。 

また、当該震災による被害が翌事業年度の財政状態、経営成績に及ぼす影響については現時点では合理的に算

定することは困難でありますが、固定資産やたな卸資産の滅失損失及び復旧等に係る原状回復費等の発生が見込

まれます。 

 ②次期の見通し 

 次期の見通しにつきましては、平成23年３月11日に発生いたしました「東北地方太平洋沖地震」の影響により、

業績の見通しを立てることが困難なため、現時点では未定であります。この地震による業績への影響が判明し次

第、改めて公表いたします。 

  

(2）財政状態に関する分析 

 ① 資産、負債及び純資産の状況 

（資産） 

当事業年度末の総資産は、178億14百万円（前事業年度末200億50百万円）となり、前事業年度に比べ22億36百万

円減少いたしました。 

流動資産は、36億35百万円（前事業年度末60億18百万円）となり、23億82百万円減少いたしました。これは主

に、前事業年度の末日が金融機関の休業日であったことにより、現金及び預金が20億62百万円減少したことなどに

よるものです。 

固定資産は、141億78百万円（前事業年度末140億32百万円）となり、１億46百万円増加いたしました。これは新

規出店に伴う固定資産の新規取得３億98百万円、既存店舗の底地の取得２億５百万円などがあった一方、減価償却

額７億47百万円などがあったことによるものであります。 

(負債) 

流動負債は、62億84百万円（前事業年度末85億９百万円）となり、22億24百万円減少いたしました。これは主

に、前事業年度の末日が金融機関の休業日であったことから仕入債務の支払いが当事業年度にずれ込んだことによ

１．経営成績
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る買掛金の減少17億88百万円などによるものです。固定負債は、29億28百万円（前事業年度末30億８百万円）と

なり、79百万円減少いたしました。  

 （純資産） 

純資産合計は、86億円（前事業年度末85億32百万円）となり、68百万円増加いたしました。これは主に、当期純

利益２億９百万円、剰余金の配当１億33百万円などがあったことによるものであります。 

  

 ② キャッシュ・フローの状況 

当事業年度末における現金及び現金同等物（以下「資金」という）は、17億66百万円（前年同期比20億62百万円

減）となりました。これは主に、前事業年度の末日が金融機関の休業日であったことから仕入債務等の支払いが当

事業年度にずれ込んだことによるものです。 

また当事業年度中における各キャッシュ・フローは次のとおりであります。  

 (営業活動によるキャッシュ・フロー) 

営業活動によるキャッシュ・フローは、税引前当期純利益４億９百万円、減価償却費７億47百万円、店舗閉鎖損

失１億21百万円、仕入債務の減少17億88百万円、法人税等の支払額１億48百万円の支出等があったことなどによ

り、10億63百万円の支出（同27億76百万円減）となりました。 

 (投資活動によるキャッシュ・フロー) 

投資活動によるキャッシュ・フローは、有形固定資産の取得等による支出９億44百万円などにより10億87百万円

の支出（同８億18百万円減）となりました。 

 (財務活動によるキャッシュ・フロー) 

財務活動によるキャッシュ・フローは、短期借入金の純増による収入１億円、配当金の支払１億33百万円等によ

り、71百万円の支出（同14億77百万円増）となりました。 

なお、キャッシュ・フロー指標は下記のとおりであります。 

 （注）各指標の算出は、以下の算式によります。 

※自己資本比率：自己資本／総資産 

時価ベースの自己資本比率：株式時価総額／総資産 

キャッシュ・フロー対有利子負債比率：有利子負債／キャッシュ・フロー 

インタレスト・カバレッジ・レシオ：キャッシュ・フロー／利払い 

1． 株主時価総額は自己株式を除く発行済株式数をベースに計算しております。 

2． キャッシュ・フローは、営業キャッシュ・フローを利用しております。 

3． 有利子負債は貸借対照表に計上されている負債のうち利子を払っている全ての負債を対象としております。 

4． 平成20年２月期及び平成23年２月期につきましては営業キャッシュ・フローがマイナスのため指標の表示をして

おりません。 

5. 平成 21 年２月期以前は、連結財務諸表を作成しているため、連結ベースの財務数値より計算しております。 

(3）利益配分に関する基本方針及び当期・次期の配当 

当社は、「資本」は株主の皆様からお預かりしたものとの考えに立ち、利益還元として、安定的な収益を基盤と

した安定配当を継続することを剰余金配分の基本方針としております。また、内部留保金につきましては、新規出

店、既存店の活性化、並びにシステムの強化等への設備投資に充当してまいります。従いまして、株主の皆様に対す

る配当につきましては、これらの再投資のための資金確保と安定的な配当継続を基本に、財政状況、収益性、配当性

向等を総合的に勘案して決定することとしております。 

当社は、平成22年５月25日開催した第69回定時株主総会において、資本政策及び配当政策を機動的に遂行するこ

とが可能になるよう「会社法第459条第１項の規定に基づき、取締役会の決議をもって剰余金の配当等を行うことが

できる。」旨の定款の変更を行いました。この定めに基づき、平成23年４月19日開催の取締役会において、当事業年

度の期末配当金を１株当たり12円とすることを決議いたしました。 

また、次期配当につきましては、平成23年３月11日に発生いたしました「東北地方太平洋沖地震」の影響によ

り、業績の見通しを立てることが困難なため、現時点では未定であります。  

  平成20年２月期 平成21年２月期 平成22年２月期 平成23年２月期 

自己資本比率（％）  41.8  39.9  42.5  48.2

時価ベースの自己資本比率（％）  26.6  23.6  21.9  23.4

キャッシュ・フロー対有利子負債比率

（年） 
 －  1.7  2.5  －

インタレスト・カバレッジ・レシオ（倍）  －  59.3  52.5  －
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(4）事業等のリスク 

  当社の事業展開その他に関するリスク要因となる可能性があると考えられる主な事項は次のようなものがありま

す。また、必ずしもそのようなリスク要因に該当しない事項についても、投資家に対する積極的な情報開示の観点

から開示しております。当社は、これらのリスク発生の可能性を認識したうえで、発生の回避及び発生した場合の

対応に努める所存であります。なお、文中における将来に関する事項は、当事業年度末現在において当社が判断し

たものであります。 

  

① 出店に関する法的規制について 

当社は、食料品及び日用雑貨等の販売を中心とした小売業を営んでおります。当社の事業は出店するにあた

り、「大規模小売店舗立地法」の規制を受けます。当社といたしましては、今後の売場面積1,000㎡以上の新規出

店並びに既存店舗の増改築の際、当該法律の規制を受けることになりますが、官公庁及び地域住民の方々との調

整を図りながら店舗展開を行っていく方針であります。しかしながら、これらの法的規制等により計画どおりの

出店ができない場合には、当社の今後の業績に影響を及ぼすことがあります。 

 ② 競合等の影響について 

当社の総店舗数は、岩手県内に36店舗、秋田県内に３店舗の合計39店舗となっておりますが、同業、異業種に

よる競合店の新規出店が相次いでおります。当然、当社としても競争力の確保に努めておりますが、競合関係が

激化し当社の業績が影響を受ける場合があります。 

  

 ③ 食品衛生管理及び品質表示について 

 当社は、小売業として「食品衛生法」「ＪＡＳ法」「計量法」「景品表示法」等の規制を受けております。当

社では、衛生管理、鮮度管理、温度管理等を徹底することにより食中毒等の発生防止に取り組んでおります。 

また、本部担当者や内部監査室による店舗巡回、指導を強化し、適切な品質表示に努めております。長年にわ

たって食中毒の発生は確認しておりませんが、当社の衛生管理のための諸施策にもかかわらず、食中毒等が将来

発生する可能性は否定できません。万一、食中毒が発生した場合、販売する商品に問題が生じた場合は当社の業

績に影響を及ぼす可能性があります。 

 ④ 金利変動について 

当社の、当事業年度末現在の長期借入金は20億８百万円（一年内返済予定の長期借入金含む）であります。今

後、金利の急激な上昇等がおこった場合、当社の業績に影響を及ぼす可能性があります。 

 ⑤ 税制改正について 

税制の改正等による、大幅な増税等により消費の大きな低迷があった場合、当社の業績に影響を及ぼす可能性

があります。 

 ⑥ 減損会計の影響について 

当社は、土地、建物を一部自社所有しております。事業用固定資産に対する減損会計の導入により、保有固定

資産に減損処理の必要が生じた場合には、当社の業績に影響を及ぼす可能性があります。 

 ⑦ 人材の確保について 

当社は、社員の人材育成において、各種の研修、試験、表彰の制度を充実させる等教育の充実を図っており、

出店に対応できるシステムの構築に努めております。しかし、人材の採用等が計画どおり進まない場合、新規出

店計画の見直しや店舗の管理レベルの低下等により、当社の業績に影響を及ぼす可能性があります。 

 ⑧ 自然災害について 

当社が主に店舗を展開しております岩手県及び秋田県では、過去に大きな地震が発生しております。また、平

成23年３月11日に発生した東北地方太平洋沖地震により、当社の一部店舗が損壊、流失する被害を受けました。

被害を受けた資産の主なものは建物及び構築物、工具、器具及び備品、商品等であり、損害額については現在調

査中であります。当該震災による平成24年２月期の財政状態、経営成績に及ぼす影響については現時点では合理

的に算定することは困難でありますが、固定資産やたな卸資産の滅失損失及び復旧等に係る原状回復費等の発生

が見込まれます。  

今後も当該震災のような自然災害により大きな被害を受けた場合、当社の業績に影響を及ぼす可能性がありま

す。 
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 当社は、岩手県及び秋田県の両県において食品スーパーマーケット事業を営んでおります。 

 事業の系統図は次のとおりであります。 

 
  

  

２．企業集団の状況
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(1)会社の経営の基本方針 

当社は、食品スーパーマーケットの経営を通じ、お客様のライフスタイルや地域の行事、歳時に合わせた食の提案

をしながら商品の付加価値を創造することで、お客様の日常生活をより豊かにし、地域社会に貢献することを基本理

念として経営活動を行っております。一方、リサイクル等の環境問題にも積極的に取り組んでまいりました。 

今後におきましても、岩手県内はもとより隣県にも出店を計画しており、企業体質の強化を図りながら、企業価

値、株主価値を高めてまいります。 

  

(2)目標とする経営指標 

当社は、営業収益対経常利益率３％以上を安定的に確保することを目標としております。 

 

(3)中長期的な会社の経営戦略 

当社は、平成23年２月28日現在で岩手県内に36店舗、秋田県内に３店舗の計39店舗を展開しておりますが、今後に

おいても、重点出店地域における、積極的な出店戦略を強化してまいります。  

(4) 対処すべき課題 

小売業を取り巻く環境は、景気の悪化や個人消費の先行きが不透明なことに加え、企業間における店舗間競争や価

格競争が一層厳しさを増してくるものと思われます。 

また、食品の安全性や環境に対する要求が厳しくなり、安心、安全、健康に対するニーズへの更なる対応も求めら

れております。 

このような状況の中で、当社が対処すべき課題は次のとおりであります。 

① 企業体質の強化 

 健全な成長をより確かなものにするため、店舗損益と部門損益の効率化に取り組むとともに、資産効率の向

上や有利子負債の削減など財務体質の強化を図り企業体質の強化に努めてまいります。 

② 営業力の強化 

 価値創造型、食の提案型の食品スーパーマーケットの経営を通じ、お客様に対し、安全でおいしい食品をよ

り快適な売場環境で提供し続けることが社会的責務であると考えております。そのために引き続き商品開発、

産地開発、商品の提供方法、物流体制及び作業段取を改善するとともに、お客様への様々な食の提案や催事企

画にも取り組んでまいります。 

③ 出店戦略の強化 

 企業の成長の為に最も大切なのは出店戦略の成否と考えております。人口動態や消費動向等の市場分析や当

社の物流センターからの配送効率を総合的に勘案しながら、重点出店地域における積極的な出店戦略を強化し

てまいります。 

④ 教育の徹底、拡大 

 出店を充分に支える教育体制と体系的な教育システムの整備並びに女性の生活体験の活用と戦力化を図って

まいります。特に、作業効率の改善、販売能力の向上を組織的に進めてまいります。 

また、従業員の資質及び技術力向上を目的に人事評価制度を見直すとともに、同制度と連動した教育体制を

構築しパートナー社員まで一環した教育訓練を進めてまいります。 

さらに、法令遵守、社内諸規程・ガイド遵守、リスク管理等を徹底するための社内指導体制を整備してまい

ります。 

⑤ 環境リサイクル関連法令への対応 

 食品リサイクル法、容器包装リサイクル法等の環境リサイクル関連法令への対応を積極的に推進してまいり

ます。 

⑥ 大規模災害への対応 

平成23年３月11日に発生した東北地方太平洋沖地震により、当社でも岩手県沿岸地域を中心に被害を受けま

した。当社におきましては、食品スーパーマーケットとして、地域のお客様の生活を支えるという社会的使命

を果たすため、生活必需品の安定的な供給に全力を注ぐとともに、被災店舗の復興と成長戦略へ向けた投資を

行ってまいります。   

３．経営方針
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４．個別財務諸表 
（１）貸借対照表 

（単位：百万円）

前事業年度 
(平成22年２月28日) 

当事業年度 
(平成23年２月28日) 

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 3,875 1,813

売掛金 20 21

商品 1,275 1,086

貯蔵品 33 29

前払費用 110 117

繰延税金資産 154 129

未収入金 476 390

その他 71 47

貸倒引当金 △1 △1

流動資産合計 6,018 3,635

固定資産   

有形固定資産   

建物 ※1  15,343 ※1  15,363

減価償却累計額 △9,365 △9,444

建物（純額） 5,977 5,918

構築物 1,928 1,882

減価償却累計額 △1,449 △1,443

構築物（純額） 478 438

車両運搬具 10 6

減価償却累計額 △9 △5

車両運搬具（純額） 0 0

工具、器具及び備品 2,700 2,623

減価償却累計額 △2,418 △2,304

工具、器具及び備品（純額） 281 318

土地 ※1  4,806 ※1  5,012

リース資産 10 10

減価償却累計額 △1 △3

リース資産（純額） 9 7

建設仮勘定 10 84

有形固定資産合計 11,566 11,781

無形固定資産   

借地権 245 232

ソフトウエア 79 59

電話加入権 16 16

施設利用権 16 11

無形固定資産合計 358 320
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（単位：百万円）

前事業年度 
(平成22年２月28日) 

当事業年度 
(平成23年２月28日) 

投資その他の資産   

投資有価証券 152 136

関係会社株式 21 －

出資金 136 139

長期貸付金 12 51

長期前払費用 54 39

繰延税金資産 804 711

差入保証金 924 998

その他 0 0

投資その他の資産合計 2,107 2,076

固定資産合計 14,032 14,178

資産合計 20,050 17,814

負債の部   

流動負債   

買掛金 3,484 1,696

短期借入金 ※1  2,370 ※1  2,470

1年内返済予定の長期借入金 ※1  878 ※1  888

リース債務 3 3

未払金 1,117 833

未払費用 0 0

未払法人税等 72 24

未払消費税等 187 33

預り金 229 173

ポイント引当金 65 62

その他 100 98

流動負債合計 8,509 6,284

固定負債   

長期借入金 ※1  1,024 ※1  1,120

リース債務 14 11

退職給付引当金 1,123 1,089

役員退職慰労引当金 125 －

長期預り保証金 654 622

その他 65 85

固定負債合計 3,008 2,928

負債合計 11,517 9,213
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（単位：百万円）

前事業年度 
(平成22年２月28日) 

当事業年度 
(平成23年２月28日) 

純資産の部   

株主資本   

資本金 1,052 1,052

資本剰余金   

資本準備金 968 968

資本剰余金合計 968 968

利益剰余金   

利益準備金 168 168

その他利益剰余金   

退職積立金 395 395

配当平均積立金 270 270

土地圧縮積立金 154 154

別途積立金 5,275 5,275

繰越利益剰余金 268 344

利益剰余金合計 6,530 6,606

自己株式 △0 △0

株主資本合計 8,551 8,627

評価・換算差額等   

その他有価証券評価差額金 △27 △35

評価・換算差額等合計 △27 △35

新株予約権 8 8

純資産合計 8,532 8,600

負債純資産合計 20,050 17,814
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（２）損益計算書 

（単位：百万円）

前事業年度 
(自 平成21年３月１日 
 至 平成22年２月28日) 

当事業年度 
(自 平成22年３月１日 
 至 平成23年２月28日) 

売上高 43,718 40,466

売上原価   

商品期首たな卸高 1,711 1,275

当期商品仕入高 32,038 29,722

合計 33,749 30,997

商品期末たな卸高 1,275 1,086

商品売上原価 32,474 29,911

売上総利益 11,244 10,554

営業収入 610 559

営業総利益 11,855 11,114

販売費及び一般管理費   

販売促進費 378 381

包装費 113 61

広告宣伝費 405 403

ポイント引当金繰入額 65 62

給料 2,511 2,371

雑給 2,745 2,666

退職給付費用 98 89

法定福利費 493 484

租税公課 173 184

地代家賃 788 761

電力料 900 881

清掃保安費 346 323

減価償却費 802 711

その他 1,300 1,319

販売費及び一般管理費合計 11,124 10,701

営業利益 730 413

営業外収益   

受取利息 6 5

受取配当金 114 12

不動産賃貸料 ※1  186 ※1  181

その他 79 74

営業外収益合計 387 273

営業外費用   

支払利息 38 28

不動産賃貸原価 98 118

その他 9 3

営業外費用合計 145 150

経常利益 972 536
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（単位：百万円）

前事業年度 
(自 平成21年３月１日 
 至 平成22年２月28日) 

当事業年度 
(自 平成22年３月１日 
 至 平成23年２月28日) 

特別利益   

固定資産売却益 ※2  0 ※2  0

固定資産受贈益 － ※3  21

テナント退店違約金受入 14 1

抱合せ株式消滅差益 － 4

特別利益合計 15 28

特別損失   

固定資産除却損 ※4  21 ※4  34

店舗閉鎖損失 198 121

投資有価証券売却損 － 0

減損損失 ※5  436 －

特別損失合計 656 155

税引前当期純利益 331 409

法人税、住民税及び事業税 202 75

法人税等調整額 △39 124

法人税等合計 163 199

当期純利益 167 209
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（３）株主資本等変動計算書 

（単位：百万円）

前事業年度 
(自 平成21年３月１日 
 至 平成22年２月28日) 

当事業年度 
(自 平成22年３月１日 
 至 平成23年２月28日) 

株主資本   

資本金   

前期末残高 1,052 1,052

当期変動額   

当期変動額合計 － －

当期末残高 1,052 1,052

資本剰余金   

資本準備金   

前期末残高 968 968

当期変動額   

当期変動額合計 － －

当期末残高 968 968

資本剰余金合計   

前期末残高 968 968

当期変動額   

当期変動額合計 － －

当期末残高 968 968

利益剰余金   

利益準備金   

前期末残高 168 168

当期変動額   

当期変動額合計 － －

当期末残高 168 168

その他利益剰余金   

前期末残高 6,328 6,362

当期変動額   

剰余金の配当 △133 △133

当期純利益 167 209

当期変動額合計 34 76

当期末残高 6,362 6,438

利益剰余金合計   

前期末残高 6,496 6,530

当期変動額   

剰余金の配当 △133 △133

当期純利益 167 209

当期変動額合計 34 76

当期末残高 6,530 6,606

自己株式   

前期末残高 △0 △0

当期変動額   

自己株式の取得 △0 △0

当期変動額合計 △0 △0

当期末残高 △0 △0
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（単位：百万円）

前事業年度 
(自 平成21年３月１日 
 至 平成22年２月28日) 

当事業年度 
(自 平成22年３月１日 
 至 平成23年２月28日) 

株主資本合計   

前期末残高 8,517 8,551

当期変動額   

剰余金の配当 △133 △133

当期純利益 167 209

自己株式の取得 △0 △0

当期変動額合計 34 76

当期末残高 8,551 8,627

評価・換算差額等   

その他有価証券評価差額金   

前期末残高 △21 △27

当期変動額   

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △5 △7

当期変動額合計 △5 △7

当期末残高 △27 △35

評価・換算差額等合計   

前期末残高 △21 △27

当期変動額   

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △5 △7

当期変動額合計 △5 △7

当期末残高 △27 △35

新株予約権   

前期末残高 8 8

当期変動額   

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） － －

当期変動額合計 － －

当期末残高 8 8

純資産合計   

前期末残高 8,503 8,532

当期変動額   

剰余金の配当 △133 △133

当期純利益 167 209

自己株式の取得 △0 △0

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △5 △7

当期変動額合計 28 68

当期末残高 8,532 8,600
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 （※） その他利益剰余金の内訳 

株主資本等変動計算書の欄外注記

  退職積立金 配当平均積立金 土地圧縮積立金 別途積立金 繰越利益剰余金 合計

平成22年２月28日残高（百万円）  395 270 154 5,275  268 6,362

事業年度中の変動額                               

剰余金の配当                      △133 △133

当期純利益                      209 209

株主資本以外の項目の事業年度中の
変動額（純額）                               

事業年度中の変動額合計（百万円）  － － － －  76 76

平成23年２月28日残高（百万円）  395 270 154 5,275  344 6,438
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（４）キャッシュ・フロー計算書 

（単位：百万円）

前事業年度 
(自 平成21年３月１日 
 至 平成22年２月28日) 

当事業年度 
(自 平成22年３月１日 
 至 平成23年２月28日) 

営業活動によるキャッシュ・フロー   

税引前当期純利益 331 409

減価償却費 834 747

減損損失 436 －

ポイント引当金の増減額（△は減少） 5 △3

退職給付引当金の増減額（△は減少） 36 △34

役員退職慰労引当金の増減額（△は減少） △28 △125

受取利息及び受取配当金 △121 △18

支払利息 38 28

固定資産売却損益（△は益） △0 △0

固定資産除却損 21 34

店舗閉鎖損失 198 121

固定資産受贈益 － △21

投資有価証券売却損益（△は益） － 0

テナント退店違約金受入 △14 △1

たな卸資産の増減額（△は増加） 438 193

未収入金の増減額（△は増加） 33 112

仕入債務の増減額（△は減少） △292 △1,788

抱合せ株式消滅差損益（△は益） － △4

未払金の増減額（△は減少） △105 △304

預り金の増減額（△は減少） 2 △38

未払消費税等の増減額（△は減少） 125 △153

その他 △39 △32

小計 1,899 △882

利息及び配当金の受取額 116 14

利息の支払額 △32 △24

店舗閉鎖損失の支払額 △69 △22

テナント退店違約金受入の受取額 4 －

法人税等の支払額 △205 △148

営業活動によるキャッシュ・フロー 1,713 △1,063

投資活動によるキャッシュ・フロー   

有形固定資産の取得による支出 △235 △944

有形固定資産の売却による収入 0 －

無形固定資産の取得による支出 △14 △11

預り保証金の返還による支出 △53 △38

預り保証金の受入による収入 23 14

差入保証金の差入による支出 △3 △166

差入保証金の回収による収入 17 57

投資有価証券の取得による支出 △3 △1

投資有価証券の売却による収入 0 2

投資活動によるキャッシュ・フロー △269 △1,087

財務活動によるキャッシュ・フロー   

短期借入金の純増減額（△は減少） △300 100

長期借入れによる収入 － 1,200

長期借入金の返済による支出 △972 △1,094

自己株式の取得による支出 △0 △0

配当金の支払額 △132 △133

財務活動によるキャッシュ・フロー △1,405 71

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 38 △2,079

現金及び現金同等物の期首残高 3,789 ※  3,828
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（単位：百万円）

前事業年度 
(自 平成21年３月１日 
 至 平成22年２月28日) 

当事業年度 
(自 平成22年３月１日 
 至 平成23年２月28日) 

非連結子会社との合併に伴う現金及び現金同等物の
増加額

－ 16

現金及び現金同等物の期末残高 ※  3,828 ※  1,766
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 該当事項はありません。  

  

  

(5）継続企業の前提に関する注記

重要な会計方針

項目 
前事業年度 

（自 平成21年３月１日 
至 平成22年２月28日） 

当事業年度 
（自 平成22年３月１日 
至 平成23年２月28日） 

１ 有価証券の評価基準及び

評価方法 

(1）子会社株式 

移動平均法による原価法 

────── 

  (2）その他有価証券 

① 時価のあるもの 

 期末日の市場価格等に基づく時価

法（評価差額は全部純資産直入法に

より処理し、売却原価は移動平均法

により算定しております。） 

(1）その他有価証券 

① 時価のあるもの 

同左 

  ② 時価のないもの 

 移動平均法による原価法 

② 時価のないもの 

同左 

２ たな卸資産の評価基準及

び評価方法 

商品 

生鮮食品   

 最終仕入原価法 

商品 

生鮮食品   

同左  

  その他    

 売価還元原価法（貸借対照表価額は収

益性の低下による簿価切下げの方法によ

り算定しております。） 

その他    

同左 

  貯蔵品     

  最終仕入原価法 

貯蔵品     

同左 

３ 固定資産の減価償却の方

法 

(1）有形固定資産（リース資産を除く） 

定率法によっております。 

 ただし、平成10年４月１日以降取得

した建物（建物附属設備を除く）につ

いては、定額法によっております。 

 また、事業用定期借地権契約による

借地上の建物・構築物については、耐

用年数を定期借地権の残存期間、残存

価額を零とした定額法によっておりま

す。 

 なお、主な耐用年数は以下のとおり

であります。 

建物        10年～34年 

構築物       10年～20年 

工具、器具及び備品 ４年～10年 

(1）有形固定資産（リース資産を除く） 

同左 

  (2）無形固定資産（リース資産を除く） 

 定額法によっております。 

 ただし、定期借地権（当該借地権を

設定している土地の改良費等）につい

ては、賃借期間を基準とした定額法に

よっております。 

 また、自社利用のソフトウエアにつ

いては、社内における利用可能期間

（５年）に基づく定額法によっており

ます。 

(2）無形固定資産（リース資産を除く） 

同左 
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項目 
前事業年度 

（自 平成21年３月１日 
至 平成22年２月28日） 

当事業年度 
（自 平成22年３月１日 
至 平成23年２月28日） 

  (3）リース資産 

所有権移転外ファイナンス・リース取

引に係るリース資産 

 リース期間を耐用年数として、残存

価額を零とする定額法を採用しており

ます。 

 なお、所有権移転外ファイナンス・

リース取引のうち、リース取引開始日

が平成21年２月28日以前のリース取引

については、通常の賃貸借取引に係る

方法に準じた会計処理によっておりま

す。  

(3）リース資産 

同左  

  (4）長期前払費用 

 定額法によっております。 

(4）長期前払費用 

同左 

４ 引当金の計上基準 (1）貸倒引当金 

 債権の貸倒れによる損失に備えるた

め、一般債権については貸倒実績率に

より、貸倒懸念債権等特定の債権につ

いては個別に回収可能性を検討し、回

収不能見込額を計上しております。 

(1）貸倒引当金 

同左 

  (2）ポイント引当金 

 ポイントカード制度により発行され

る商品値引券の利用に備えるため、将

来利用されると見込まれる額を計上し

ております。 

(2）ポイント引当金 

同左 

  (3）退職給付引当金 

 従業員の退職給付に備えるため、当

期末における退職給付債務の見込額に

基づき計上しております。 

過去勤務債務は、その発生時におけ

る従業員の平均残存勤務期間以内の一

定の年数（５年）による定額法により

按分した額を発生した事業年度から損

益処理することとしております。  

 数理計算上の差異は、その発生時の

従業員の平均残存勤務期間以内の一定

の年数（10年）による定率法により翌

事業年度から損益処理することとして

おります。 

(3）退職給付引当金 

同左 

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

（会計方針の変更） 

当事業年度より「「退職給付に係る会

計基準」の一部改正（その３）」（企業

会計基準第19号 平成20年７月31日）を

適用しております。 

なお、これによる営業利益、経常利益

及び税引前当期純利益に与える影響はあ

りません。 

また、本会計基準の適用に伴い発生す

る退職給付債務の差額はありません。 

  (4）役員退職慰労引当金 

 役員の退職慰労金の支給に備えるた

(4）役員退職慰労引当金 

────── 
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め、内規に基づく期末要支給額を計上

しております。 

  

  

（追加情報）  

当社は、従来、役員の退職慰労金の支

払に備えるため、内規に基づく期末要支

給額を計上しておりましたが、平成22年

２月８日開催の取締役会において、平成

22年５月25日開催の第69回定時株主総会

終結のときをもって役員退職慰労金制度

を廃止することを決議したことに伴い、

同総会において同日までの退職慰労金に

ついては打切り支給することとし、対象

役員の退任時に支給することが決議され

ました。 

これにより、役員退職慰労引当金は全

額取崩し、当事業年度末では、固定負債

の「その他」に40百万円を計上しており

ます。  
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項目 
前事業年度 

（自 平成21年３月１日 
至 平成22年２月28日） 

当事業年度 
（自 平成22年３月１日 
至 平成23年２月28日） 

５ キャッシュ・フロー計算

書における資金の範囲 

 キャッシュ・フロー計算書における資

金（現金及び現金同等物）は、手許現

金、随時引き出し可能な預金及び容易に

換金可能であり、かつ、価値の変動につ

いて僅少なリスクしか負わない取得日か

ら３ヶ月以内に償還期限の到来する短期

投資からなっております。 

 同左 

６ その他財務諸表作成のた

めの基本となる重要な事

項 

────── 

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

（1）消費税等の会計処理 

 税抜方式を採用しております。 

  

（1）ヘッジ会計の方法 

① ヘッジ会計の方法 

金利通貨スワップ取引について

一体処理（特例処理、振当処理）

を採用しております。 

② ヘッジ手段とヘッジ対象 

ヘッジ手段 

金利通貨スワップ 

ヘッジ対象 

外貨建借入金 

③ ヘッジ方針 

為替変動リスク及び金利変動リ

スクを回避するため金利通貨スワ

ップ取引を利用しております。 

④ ヘッジの有効性評価の方法 

金利通貨スワップの一体処理の

要件を満たしているため、有効性

の評価を省略しています。 

（2）消費税等の会計処理 

同左 
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会計処理方法の変更

前事業年度 
（自 平成21年３月１日 
至 平成22年２月28日） 

当事業年度 
（自 平成22年３月１日 
至 平成23年２月28日） 

（リース取引に関する会計基準の適用）  

 「リース取引に関する会計基準」(企業会計審議会

第一部会 平成５年６月17日 最終改正平成19年３月30

日 企業会計基準第13号)及び「リース取引に関する会

計基準の適用指針」(日本公認会計士協会 会計制度

委員会 平成６年１月18日 最終改正平成19年３月30日 

企業会計基準適用指針第16号)を当事業年度から適用

し、所有権移転外ファイナンス・リース取引について

は、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理か

ら通常の売買取引に係る方法に準じた会計処理に変更

し、リース資産として計上することとしております。

 また、リース資産の減価償却の方法は、リース期間

を耐用年数とし、残存価額をゼロ（残価保証の取り決

めがある場合には、残価保証額）とする定額法によっ

ております。 

 なお、リース取引開始日が平成21年２月28日以前の

所有権移転外ファイナンス・リース取引については、

通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理を引き

続き採用しております。 

 これによる、当事業年度の営業利益、経常利益及び

税引前当期純利益に与える影響は軽微であります。 

────── 

（重要な資産の評価基準及び評価方法の変更） 

 通常の販売目的で保有するたな卸資産については、

従来、主として売価還元法による原価法を適用してお

りましたが、「棚卸資産の評価に関する会計基準」

（企業会計基準第９号 平成18年７月５日公表分）が

当事業年度から適用されたことに伴い、主として売価

還元法による原価法（貸借対照表価額については、収

益性の低下に基づく簿価切下げの方法）により算定し

ております。これによる当事業年度の営業利益、経常

利益及び税引前当期純利益に与える影響は軽微であり

ます。 

  

（不動産賃貸料及び不動産賃貸原価の計上方法の変更）  

 閉鎖した店舗における不動産賃貸料については、従

来、営業収入に含めて計上し、また、これにかかる賃

貸費用は販売費及び一般管理費に含めて計上しており

ましたが、当事業年度より、賃貸料は営業外収益の

「不動産賃貸料」に、賃貸費用は営業外費用の「不動

産賃貸原価」にそれぞれ計上する方法に変更しており

ます。 

 この変更は、事業内容の見直しに伴い、閉鎖店舗の

位置づけが変更されたことによるものであります。 

 これにより、当事業年度の営業総利益が104百万

円、営業利益が６百万円それぞれ減少しておりますが

経常利益及び税引前当期純利益に与える影響はありま

せん。 
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注記事項

（貸借対照表関係）

前事業年度 
（平成22年２月28日） 

当事業年度 
（平成23年２月28日） 

※１ 担保に供している資産及び対応する債務は次のとお

りであります。 

(1）担保提供資産 

※１ 担保に供している資産及び対応する債務は次のとお

りであります。 

(1）担保提供資産 

建物 百万円1,779

土地 百万円2,223

計 百万円4,003

建物 百万円1,545

土地 百万円2,223

計 百万円3,769

(2）上記に対応する債務 (2）上記に対応する債務 

短期借入金 百万円1,696

１年内返済予定の長期借入金 百万円878

長期借入金 百万円1,024

計 百万円3,598

短期借入金 百万円1,657

１年内返済予定の長期借入金 百万円888

長期借入金 百万円1,120

計 百万円3,665

 ２ 保証債務 

 協同組合ベルセンターの銀行借入れに対する他社（

社）との共同保証債務を行っております。 12

 ２ 保証債務 

 協同組合ベルセンターの銀行借入れに対する他社（

社）との共同保証債務を行っております。 11

  百万円230   百万円82
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（損益計算書関係）

前事業年度 
（自 平成21年３月１日 
至 平成22年２月28日） 

当事業年度 
（自 平成22年３月１日 
至 平成23年２月28日） 

※１ 不動産賃貸料は、閉鎖事業所（閉鎖店舗を含む）の

敷地等の不動産賃貸収入であります。 

※１         同左 

※２ 固定資産売却益の主な内容は、次のとおりでありま

す。 

※２ 固定資産売却益の主な内容は、次のとおりでありま

す。 

車両運搬具 百万円0 工具、器具及び備品と  

車両運搬具 百万円0

 ────── 
※３ 固定資産受贈益の主な内容は、次のとおりでありま

す。 

  建物 百万円21

※４ 固定資産除却損の主な内容は、次のとおりでありま

す。 

※４ 固定資産除却損の主な内容は、次のとおりでありま

す。 

建物 百万円1

構築物 百万円15

工具、器具及び備品 百万円4

車両運搬具 百万円0

建物 百万円20

構築物 百万円3

工具、器具及び備品 百万円7

※５ 減損損失 

 当事業年度において、当社は以下の資産グループに

ついて減損損失を計上いたしました。 

 ────── 

用途 種類 場所(件数) 金額(百万円)

店舗等 
  

建物 

構築物 

車両運搬具 

工具、器具 
及び備品 

リース資産 

土地 

借地権 

施設利用権  

岩手県  
（３件）  

 313

秋田県 
（１件）  

 123

合計      436

  

 当社は、キャッシュ・フローを生み出す最小単位と

して店舗を基本単位に資産のグルーピングをしており

ます。 

 遊休資産等については、物件毎に資産のグルーピン

グをしております。 

 営業活動から生ずる損益が継続してマイナス、又は

継続してマイナスとなる見込である店舗等の資産グル

ープ及び市場価格が帳簿価額より著しく下落している

遊休資産等については、各資産グループの帳簿価額を

回収可能価額まで減額し、当該減少額を減損損失（

百万円）として特別損失に計上しております。 

 その内訳は、建物 百万円、構築物 百万円、車

両運搬具０百万円、工具、器具及び備品 百万円、リ

ース資産８百万円、土地４百万円、借地権 百万円、

施設利用権０百万円であります。なお、当該資産グル

ープの回収可能価額の算定に当たっては、正味売却価

額と使用価値を比較し、いずれか高いほうの金額を回

収可能価額としております。正味売却価額については

不動産鑑定評価額、使用価値については、将来キャッ

シュ・フローを加重平均資本コスト ％で割引した

額を使用しております。 

436

273 11

51

87

2.50

  

㈱ジョイス（8080）平成23年２月期決算短信（非連結）

24



前事業年度（自 平成21年３月１日 至 平成22年２月28日） 

１ 発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項 

（注） 自己株式の増加は、単元未満株の買取請求による増加 株であります。 

２ 新株予約権に関する事項 

（注） 上表の新株予約権は、すべて権利行使可能なものです。  

３ 配当に関する事項 

(1）配当金支払額 

(2）基準日が当事業年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌事業年度となるもの 

  

（株主資本等変動計算書関係）

株式の種類 前事業年度末 増加 減少 当事業年度末 

発行済株式                     

普通株式（株）  11,105,200    －     －       11,105,200

合計 11,105,200     －     －       11,105,200

自己株式                     

普通株式（株）（注）       598       260       －       858

合計       598       260       －       858

260

会社名 内訳 
目的となる株
式の種類 

目的となる株式の数（株） 
当事業年度
末残高 
（百万円） 

前事業年度
末 

増加 減少 
当事業年度
末 

提出会社 

ストック・オプ

ションとしての

新株予約権 

普通株式  － 8

合計  －      8

決議 株式の種類 
配当金の総額 
（百万円） 

１株当たり配当額 
（円） 

基準日 効力発生日 

平成21年５月26日 

定時株主総会 
普通株式  133  12 平成21年２月28日 平成21年５月27日 

決議 株式の種類 配当の原資 
配当金の総額 
（百万円） 

１株当たり
配当額(円) 

基準日 効力発生日 

平成22年５月25日 

定時株主総会 
普通株式 利益剰余金  133  12 平成22年２月28日 平成22年５月26日
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当事業年度（自 平成22年３月１日 至 平成23年２月28日） 

１ 発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項 

（注） 自己株式の増加は、単元未満株の買取請求による増加 株であります。 

２ 新株予約権に関する事項 

（注） 上表の新株予約権は、すべて権利行使可能なものです。  

３ 配当に関する事項 

(1）配当金支払額 

(2）基準日が当事業年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌事業年度となるもの 

  

株式の種類 前事業年度末 増加 減少 当事業年度末 

発行済株式                     

普通株式（株）  11,105,200    －     －       11,105,200

合計 11,105,200     －     －       11,105,200

自己株式                     

普通株式（株）（注）       858       341       －       1,199

合計       858       341       －       1,199

341

会社名 内訳 
目的となる株
式の種類 

目的となる株式の数（株） 
当事業年度
末残高 
（百万円） 

前事業年度
末 

増加 減少 
当事業年度
末 

提出会社 

ストック・オプ

ションとしての

新株予約権 

普通株式  － 8

合計  －      8

決議 株式の種類 
配当金の総額 
（百万円） 

１株当たり配当額 
（円） 

基準日 効力発生日 

平成22年５月25日 

定時株主総会 
普通株式  133  12 平成22年２月28日 平成22年５月26日 

決議 株式の種類 配当の原資 
配当金の総額 
（百万円） 

１株当たり
配当額(円) 

基準日 効力発生日 

平成23年４月19日 

取締役会 
普通株式 利益剰余金  133  12 平成23年２月28日 平成23年５月25日
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（キャッシュ・フロー計算書関係）

前事業年度 
（自 平成21年３月１日 
至 平成22年２月28日）  

当事業年度 
（自 平成22年３月１日 
至 平成23年２月28日）  

※ 現金及び現金同等物の期末残高と貸借対照表に記載さ

れている科目の金額との関係 

（平成22年２月28日現在）

※ 現金及び現金同等物の期末残高と貸借対照表に記載さ

れている科目の金額との関係 

（平成23年２月28日現在）

現金及び預金      百万円3,875

預入期間が３ケ月を超える定

期預金 
     百万円△47

現金及び現金同等物      百万円3,828

現金及び預金      百万円1,813

預入期間が３ケ月を超える定

期預金 
     百万円△47

現金及び現金同等物      百万円1,766
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（リース取引関係）

前事業年度 
（自 平成21年３月１日 
至 平成22年２月28日） 

当事業年度 
（自 平成22年３月１日 
至 平成23年２月28日） 

１. ファイナンス・リース取引（借主側） 

所有権移転外ファイナンス・リース取引 

(1) リース資産の内容 

有形固定資産 

 主として、店舗及び本社における工具、器具及び

備品であります。 

１. ファイナンス・リース取引（借主側） 

同左 

(1) リース資産の内容 

同左 

  

(2) リース資産の減価償却の方法 

リース期間を耐用年数とし、残存価額をゼロとして

算定する方法によっております。 

  

 なお、所有権移転外ファイナンス・リース取引のうち、

リース取引開始日が、平成21年２月28日以前のリース取引

については、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処

理によっており、その内容は以下のとおりであります。 

(2) リース資産の減価償却の方法 

同左 

  

 なお、所有権移転外ファイナンス・リース取引のうち、

リース取引開始日が、平成21年２月28日以前のリース取引

については、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処

理によっており、その内容は以下のとおりであります。 

① リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額、減損損失累計額相当額及び期末残高相当額 

① リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額、減損損失累計額相当額及び期末残高相当額 

  

工具、器具 

及び備品 

（百万円） 

計 

（百万円） 

取得価額相当額 598  598

減価償却累計額相

当額 
381  381

減損損失累計額相

当額 
55  55

期末残高相当額 162  162

  

工具、器具 

及び備品 

（百万円） 

計 

（百万円） 

取得価額相当額 500  500

減価償却累計額相

当額 
369  369

減損損失累計額相

当額 
55  55

期末残高相当額 75  75

 （注） 取得価額相当額は、未経過リース料期末残高が

有形固定資産の期末残高等に占める割合が低い

ため、支払利子込み法により算定しておりま

す。      

 （注） 取得価額相当額は、未経過リース料期末残高が

有形固定資産の期末残高等に占める割合が低い

ため、支払利子込み法により算定しておりま

す。      

② 未経過リース料期末残高相当額及びリース資産減損勘

定期末残高 

未経過リース料期末残高相当額 

② 未経過リース料期末残高相当額及びリース資産減損勘

定期末残高 

未経過リース料期末残高相当額 

１年内 百万円104

１年超 百万円78

計 百万円183

リース資産減損勘定期末残高 百万円20

１年内 百万円46

１年超 百万円32

計 百万円78

リース資産減損勘定期末残高 百万円4

 （注） 未経過リース料期末残高相当額は、未経過リー

ス料期末残高が有形固定資産の期末残高等に占

める割合が低いため、支払利子込み法により算

定しております。 

 （注） 未経過リース料期末残高相当額は、未経過リー

ス料期末残高が有形固定資産の期末残高等に占

める割合が低いため、支払利子込み法により算

定しております。 

③ 支払リース料、リース資産減損勘定の取崩額、減価償

却費相当額 

③ 支払リース料、リース資産減損勘定の取崩額、減価償

却費相当額 

支払リース料 百万円151

リース資産減損勘定の取崩額 百万円20

減価償却費相当額 百万円131

支払リース料 百万円104

リース資産減損勘定の取崩額 百万円16

減価償却費相当額 百万円87

④ 減価償却費相当額の算定方法 

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額

法によっております。 

④ 減価償却費相当額の算定方法 

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額

法によっております。 
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前事業年度 

１ その他有価証券で時価のあるもの（平成22年２月28日現在） 

２ 時価評価されていない主な有価証券の内容及び貸借対照表計上額（平成22年２月28日現在） 

(1）関係会社株式 

(2）その他有価証券 

  

前事業年度 
（自 平成21年３月１日 
至 平成22年２月28日） 

当事業年度 
（自 平成22年３月１日 
至 平成23年２月28日） 

２. オペレーティング・リース取引 

 オペレーティング・リース取引のうち解約不能のものに

係る未経過リース料 

２. オペレーティング・リース取引 

 オペレーティング・リース取引のうち解約不能のものに

係る未経過リース料 

１年内 百万円49

１年超 百万円490

計 百万円540

１年内 百万円49

１年超 百万円441

計 百万円490

（有価証券関係）

区分 取得原価（百万円） 
貸借対照表計上額 

（百万円） 
差額（百万円） 

（貸借対照表計上額が取得原価を超えるもの）     

(1）株式     －  －  －

(2）債券                

国債・地方債等  －  －  －

社債  －  －  －

その他  －  －  －

(3）その他  －  －  －

小計  －  －  －

（貸借対照表計上額が取得原価を超えないもの）     

(1）株式  172  131  △40

(2）債券           

国債・地方債等  －  －  －

社債  －  －  －

その他  －  －  －

(3）その他  －  －  －

小計  172  131  △40

合計  172  131  △40

子会社株式 百万円21

非上場株式 百万円14

投資事業有限責任組合への出資 百万円5
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当事業年度 

１ その他有価証券で時価のあるもの（平成23年２月28日現在） 

２ 時価評価されていない主な有価証券の内容及び貸借対照表計上額（平成23年２月28日現在） 

その他有価証券 

  

区分 取得原価（百万円） 
貸借対照表計上額 

（百万円） 
差額（百万円） 

（貸借対照表計上額が取得原価を超えるもの）     

(1）株式     －  －  －

(2）債券                

国債・地方債等  －  －  －

社債  －  －  －

その他  －  －  －

(3）その他  －  －  －

小計  －  －  －

（貸借対照表計上額が取得原価を超えないもの）     

(1）株式  171  116  △55

(2）債券           

国債・地方債等  －  －  －

社債  －  －  －

その他  －  －  －

(3）その他  －  －  －

小計  171  116  △55

合計  171  116  △55

非上場株式 百万円14

投資事業有限責任組合への出資 百万円5
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（退職給付関係）

前事業年度 
（自 平成21年３月１日 
至 平成22年２月28日） 

当事業年度 
（自 平成22年３月１日 
至 平成23年２月28日） 

１ 採用している退職給付制度の概要 

 当社は、確定給付型の制度として退職一時金制度を設

けております。 

１ 採用している退職給付制度の概要 

同左 

２ 退職給付債務に関する事項（平成22年２月28日） ２ 退職給付債務に関する事項（平成23年２月28日） 

イ 退職給付債務 百万円△1,125

ロ 未認識数理計算上の差異 百万円25

ハ 未認識過去勤務債務 百万円△24

ニ 退職給付引当金 

（イ＋ロ＋ハ） 
百万円△1,123

イ 退職給付債務 百万円△1,084

ロ 未認識数理計算上の差異 百万円12

ハ 未認識過去勤務債務 百万円△16

ニ 退職給付引当金 

（イ＋ロ＋ハ） 
百万円△1,089

３ 退職給付費用に関する事項（自平成21年３月１日 至

平成22年２月28日） 

３ 退職給付費用に関する事項（自平成22年３月１日 至

平成23年２月28日） 

イ 勤務費用 百万円75

ロ 利息費用 百万円21

ハ 数理計算上の差異の損益処理額 百万円8

ニ 過去勤務債務の費用処理額 百万円△8

ホ 退職給付費用 

（イ＋ロ＋ハ＋ニ） 
百万円98

イ 勤務費用 百万円69

ロ 利息費用 百万円22

ハ 数理計算上の差異の損益処理額 百万円5

ニ 過去勤務債務の費用処理額 百万円△8

ホ 退職給付費用 

（イ＋ロ＋ハ＋ニ） 
百万円89

４ 退職給付債務等の計算の基礎に関する事項 ４ 退職給付債務等の計算の基礎に関する事項 

イ 退職給付見込額の期間配分方法 期間定額基準

ロ 割引率      ％2.0

ハ 過去勤務債務の額の処理年数 年5

（発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一

定の年数による定額法によっております。） 

ニ 数理計算上の差異の処理年数 年10

（発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一

定の年数による定率法により、翌事業年度から

損益処理することとしております。） 

イ 退職給付見込額の期間配分方法 期間定額基準

ロ 割引率      ％2.0

ハ 過去勤務債務の額の処理年数 年5

（発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一

定の年数による定額法によっております。） 

ニ 数理計算上の差異の処理年数 年10

（発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一

定の年数による定率法により、翌事業年度から

損益処理することとしております。） 
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前事業年度（自 平成21年３月１日 至 平成22年２月28日） 

１ ストック・オプションの内容、規模及びその変動状況 

(1）ストック・オプションの内容 

（注） 株式数に換算して記載しております。 

(2）ストック・オプションの規模及びその変動状況 

① ストック・オプションの数 

② 単価情報 

２ ストック・オプションの権利確定数の見積方法 

 基本的には、将来の失効数の合理的な見積は困難であるため、実績の失効数のみ反映させる方法を採用して

おります。 

（ストック・オプション等関係）

  
平成19年 
ストック・オプション 

付与対象者の区分及び人数 当社従業員 50名 

株式の種類別のストック・オプションの数

（注） 
普通株式  302,000株 

付与日 平成19年５月１日 

権利確定条件 権利行使時においても当社従業員であることを要する。 

対象勤務期間 
平成19年５月１日～ 

平成20年６月23日 

権利行使期間 
平成20年６月24日～ 

平成23年６月22日 

  
平成19年 
ストック・オプション 

権利確定前（株）      

前事業年度末       －

付与       －

失効       －

権利確定       －

未確定残       －

権利確定後（株）      

前事業年度末       302,000

権利確定       －

権利行使       －

失効       －

未行使残       302,000

  
平成19年 
ストック・オプション 

権利行使価格（円）       547

行使時平均株価（円）       －

付与日における公正な評価単価（円）       29
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当事業年度（自 平成22年３月１日 至 平成23年２月28日） 

１ ストック・オプションの内容、規模及びその変動状況 

(1）ストック・オプションの内容 

（注） 株式数に換算して記載しております。 

(2）ストック・オプションの規模及びその変動状況 

① ストック・オプションの数 

② 単価情報 

２ ストック・オプションの権利確定数の見積方法 

 基本的には、将来の失効数の合理的な見積は困難であるため、実績の失効数のみ反映させる方法を採用して

おります。  

  
平成19年 
ストック・オプション 

付与対象者の区分及び人数 当社従業員 50名 

株式の種類別のストック・オプションの数

（注） 
普通株式  302,000株 

付与日 平成19年５月１日 

権利確定条件 権利行使時においても当社従業員であることを要する。 

対象勤務期間 
平成19年５月１日～ 

平成20年６月23日 

権利行使期間 
平成20年６月24日～ 

平成23年６月22日 

  
平成19年 
ストック・オプション 

権利確定前（株）      

前事業年度末       －

付与       －

失効       －

権利確定       －

未確定残       －

権利確定後（株）      

前事業年度末       302,000

権利確定       －

権利行使       －

失効       －

未行使残       302,000

  
平成19年 
ストック・オプション 

権利行使価格（円）       547

行使時平均株価（円）       －

付与日における公正な評価単価（円）       29
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（税効果会計関係）

前事業年度 
（平成22年２月28日） 

当事業年度 
（平成23年２月28日） 

１ 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の

内訳 

１ 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の

内訳 

（繰延税金資産） 

未払事業税 百万円8

ポイント引当金 百万円26

退職給付引当金 百万円454

役員退職慰労引当金 百万円50

減価償却超過額 百万円365

土地 百万円13

借地権 百万円63

その他有価証券評価差額金 百万円18

未払金 百万円75

その他 百万円58

繰延税金資産小計 百万円1,134

評価性引当額 百万円△57

繰延税金資産合計 百万円1,077

（繰延税金負債） 

土地圧縮積立金 百万円△104

その他 百万円△13

繰延税金負債合計 百万円△117

繰延税金資産の純額 百万円959

（繰延税金資産） 

未払事業税 百万円1

ポイント引当金 百万円25

退職給付引当金 百万円439

減価償却超過額 百万円323

土地 百万円13

借地権 百万円65

その他有価証券評価差額金 百万円23

未払金 百万円37

その他 百万円99

繰延税金資産小計 百万円1,030

評価性引当額 百万円△69

繰延税金資産合計 百万円961

（繰延税金負債） 

土地圧縮積立金 百万円△104

その他 百万円△15

繰延税金負債合計 百万円△120

繰延税金資産の純額 百万円841

２ 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率

との差異の原因となった主要な項目別の内訳 

２ 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率

との差異の原因となった主要な項目別の内訳 

法定実効税率 ％40.4

（調整） 

留保金課税  ％0.6

住民税均等割等 ％9.4

受取配当金等永久に益金に算入されない

項目 
％△13.7

交際費等永久に損金に算入されない項目 ％1.2

評価性引当額の増加額 ％11.2

その他 ％0.3

税効果会計適用後の法人税等の負担率 ％49.4   

法定実効税率 ％40.4

（調整） 

住民税均等割等 ％8.0

受取配当金等永久に益金に算入されない

項目 
％△2.9

交際費等永久に損金に算入されない項目 ％0.5

評価性引当額の増加額 ％2.9

その他 ％△0.1

税効果会計適用後の法人税等の負担率 ％48.8
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前事業年度（自 平成21年３月１日 至 平成22年２月28日） 

 該当事項はありません。  

  

当事業年度（自 平成22年３月１日 至 平成23年２月28日） 

 該当事項はありません。 

  

前事業年度（自 平成21年３月１日 至 平成22年２月28日） 

 財務諸表提出会社の役員及び主要株主（個人の場合に限る。）等 

（注）１ 取引金額、期末残高には消費税等は含まれておりません。 

２ 取引条件及び取引条件の決定方針等 

(1）土地の賃借料は、不動産鑑定士の鑑定書に基づき決定しております。 

(2）保険取引については、一般取引条件と同様に決定しております。 

３ ㈱謙徳は「主要株主（会社等）」及び「その他の関係会社（当該その他の関係会社の親会社を含む）」にも

該当しております。 

  

当事業年度（自 平成22年３月１日 至 平成23年２月28日） 

 財務諸表提出会社の役員及び主要株主（個人の場合に限る。）等 

（注）１ 取引金額、期末残高には消費税等は含まれておりません。 

２ 取引条件及び取引条件の決定方針等 

保険取引については、一般取引条件と同様に決定しております。 

３ ㈱謙徳は「主要株主（会社等）」及び「その他の関係会社（当該その他の関係会社の親会社を含む）」にも

該当しております。 

  

（持分法損益等）

（関連当事者情報）

種類 会社等の
名称 所在地 

資本金又
は出資金 
（百万円） 

事業の内容
又は職業 

議決権等の
所有（被所
有）割合 

（％） 

関連当事者
との関係 

取引の内容
取引金額 

（百万円） 科目 期末残高
（百万円）役員の

兼任等 
事業上
の関係 

役員及び

その近親

者が議決

権の過半

数を所有

している

会社等 

㈱謙徳 
岩手県 

盛岡市 
 100

損害保険代

理業 

被所有 

直接 34.3 

兼任２

名 

土地の

賃借 

損害保

険取引 

土地の賃借  6 前払費用 0

損害保険料

の支払い 
 18 前払費用 14

    
長期前払 

費用  
10

種類 会社等の
名称 所在地 

資本金又
は出資金 
（百万円） 

事業の内容
又は職業 

議決権等の
所有（被所
有）割合 

（％） 

関連当事者
との関係 

取引の内容
取引金額 

（百万円） 科目 期末残高
（百万円）役員の

兼任等 
事業上
の関係 

役員及び

その近親

者が議決

権の過半

数を所有

している

会社等 

㈱謙徳 
岩手県 

盛岡市 
 100

損害保険代

理業 

被所有 

直接 42.1 

兼任１

名 

損害保

険取引 

        

損害保険料

の支払い 
 14 前払費用 12

    
長期前払 

費用  
0

㈱ジョイス（8080）平成23年２月期決算短信（非連結）

35



 （注） 算定上の基礎 

１ １株当たり当期純利益金額及び潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額 

２ １株当たり純資産額 

東日本大震災による被害の発生 
平成23年３月11日に発生した東北地方太平洋沖地震により、当社の一部店舗が損壊、流失する被害を受けました。

被害を受けた資産の主なものは建物及び構築物、工具、器具及び備品、商品等であり、損害額については現在調査中
です。 

なお、当該震災による被害が翌事業年度の財政状態、経営成績に及ぼす影響については現時点では合理的に算定す

ることは困難でありますが、固定資産やたな卸資産の滅失損失及び復旧等に係る原状回復費等の発生が見込まれま

す。 

  

（１株当たり情報）

前事業年度 
（自 平成21年３月１日 
至 平成22年２月28日） 

当事業年度 
（自 平成22年３月１日 
至 平成23年２月28日） 

１株当たり純資産額 767円65銭

１株当たり当期純利益金額 15円08銭

１株当たり純資産額  773円80銭

１株当たり当期純利益金額  18円86銭

なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額について

は、希薄化効果を有している潜在株式が存在しないため記

載しておりません。 

同左 

  
前事業年度 

（自 平成21年３月１日 
至 平成22年２月28日） 

当事業年度 
（自 平成22年３月１日 
至 平成23年２月28日） 

１株当たり当期純利益金額   

当期純利益（百万円）  167  209

普通株主に帰属しない金額（百万円）  －  －

普通株式に係る当期純利益（百万円）  167  209

普通株式の期中平均株式数（株）  11,104,545  11,104,165

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１

株当たり当期純利益金額の算定に含めなかった

潜在株式の概要 

新株予約権 種類（潜在株式の数

株）。この概要は「新株

予約権等の状況」に記載のとおり

であります。 

1

272,000

新株予約権 種類（潜在株式の数

株）。この概要は「新株

予約権等の状況」に記載のとおり

であります。 

1

260,000

  
前事業年度末 

（平成22年２月28日） 
当事業年度末 

（平成23年２月28日） 

純資産の部の合計額（百万円）  8,532  8,600

純資産の部の合計額から控除する金額 

（百万円） 
 8  8

（うち新株予約権） （ ）8 （ ）8

普通株式に係る期末の純資産額（百万円）  8,524  8,592

１株当たり純資産額の算定に用いられた期末の

普通株式の数（株） 
 11,104,342  11,104,001

（重要な後発事象）
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金融商品関係、デリバティブ取引関係、企業結合等関係、賃貸等不動産に関する注記事項については、決算短信に

おける開示の必要性が大きくないと考えられるため開示を省略します。  

（開示の省略）
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(1）役員の異動 

① 代表取締役の異動 

該当事項はありません。 

  

② その他の役員の異動（平成23年５月24日予定）  

 ・新任取締役候補 

取締役 花上 昭（現 執行役員人事教育部長） 

取締役 佐々木寧（現 執行役員販売部長） 

・退任予定取締役 

取締役 中島 敬（現 取締役兼常務執行役員経営計画室長） 

・新任監査役候補 

（常勤）監査役 中島 敬（現 取締役兼常務執行役員経営計画室長） 

（社外）監査役 藤原朋則（現 北星商事㈱社長付） 

・退任予定監査役 

（常勤）監査役 石塚博一 

（社外）監査役 浜田毅司 

  

(2）その他 

  部門別の販売実績  

  

５．その他

事業の内容 部門 金額（百万円） 前年同期比（％） 

小売業 

生鮮食品  15,605  95.0

加工食品  21,914  92.8

雑貨その他  2,946  80.1

売上高計   40,466  92.6

営業収入（テナント収入）  559  91.6

合計  41,026  92.6
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